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原子力災害と日本放射線看護学会
―第3回国連防災世界会議パブリック・フォーラムに参加して―
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Ⅰ．はじめに
2011年 3月 11日、東日本大震災が発生した。翌

日、東京電力福島第一原子力発電所（以下、福島第
一原発）1号機の水素爆発が起こり、環境中に放射
性物質が拡散したと報道された。その直後から作業
者や住民は事象への対応や避難を強いられることに
なり、福島県内では、この原子力災害への医療者の
対応が始まった。
第 3回国連防災世界会議が 2015年 3月に仙台で

開催され、日本看護系学会協議会（JANA）はパブ
リックフォーラム「東日本大震災からの復興と生活
再建のための看護系学会の活動」を企画し、発言を
公募した 1）。日本放射線看護学会（以下、本学会と
する）はこれに応じ、われわれは学会の代表として
同フォーラムでの参加発言を担当した 2, 3）。フォー
ラムは 3月 14日（土）17～20時に開催され、発表を
行った学会は、日本看護科学学会、日本糖尿病教
育・看護学会、日本老年看護学会、日本助産学会、
日本精神保健看護学会、日本災害看護学会、および
本学会の 7学会であった。前半は、7学会から各 10
分間の口演（言語は英語）、後半は、シンポジウム

形式のフロアとの意見交換（日英逐語通訳つき）が
行われた。
以下、フォーラムの概要を報告し、併せて、今回
のプログラムへの参加から見えてきた本学会の存在
意義などについて、所感と提言を述べる。

Ⅱ．第 3回国連防災世界会議パブリック・フォー
ラムの参加報告

1． 発表まで
今般の原子力災害は、本学会設立の主要動機の一つ
となった事象であり、学会員は災害の初期から現在
に至るまで、その対応に深く関わり、その活動は本
学会の学会誌や学術集会、あるいは震災関連シンポ
ジウムなどを通して、広く情報発信されている。今
回のフォーラムの発表準備段階では、われわれを含
む学会員が実際に関わってきたそれらの活動につい
て、可能な限りの情報を集め、原子力災害の時間的
推移に沿って整理した。その実践活動を中心に据
え、発表項目は、表 1に示すように、①本学会の設
立経緯と主目的、②福島原子力災害緊急時の看護、
③同復旧期の看護、および④原子力災害支援活動を
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通じて見えてきた中長期支援の課題、の四つとし
た。その中から、発表時間 10分を考慮し、発表内
容を絞った。

2． 発表内容
はじめに、本学会の主目的「平常時はもとより、
事故・異常・緊急時における放射線・原子力に関わ
る看護実践と知の集積を目指すこと」を述べ、本題
の今般の原子力災害について、表 1に示すとおり、
福島県内での初期緊急段階の活動（傷病者や避難住
民への医療サービスの提供、原子力発電所サイト内
緊急作業者への放射線防護支援など）から復旧期の
現在に至るまでの被ばく医療・住民支援活動（住民
の避難による不調や放射線に関する不安に対する健
康相談や放射線リスクコミュニケーションなど）を
報告した。結語では、日常の実践と教育が有事の備
えであることを強調し、放射線看護専門看護師（以
下、放射線看護 CNSとする）の分野特定促進と放
射線看護教育の重要性を述べて締めくくった 4）。
なお、福島での支援は他の二つの学会も述べてお
り、ともに、放射線についての正しい知識が不可欠
と痛感したとのことであった。

3． 意見交換でのわれわれの発言
発表後の意見交換セッションでの主な質問とそれ
に対するわれわれの発言概要は以下のとおりであ
る。
Q.　 それぞれの学会は、活動場所をどのように選ん
だか？
われわれにとっては、「放射線、そこが福島、行

こう！」だけであった。初期活動において、われわ
れには活動場所を「選ぶ」という概念はなかった。
Q.　 他国の災害経験から学んでいたことをきかせて
ほしい。
専門家が放射線リスクをどう伝えてきたかを知る
ために、われわれはチェルノブイリ原発事故を経験
したベラルーシ共和国へ行き、大集団を相手に「教
える」というスタンスではなく、face-to-faceで対話
することの重要性を学んだ。専門家が相手（対象
者）の苦難に耳を傾けて初めて相手はこころを開き
こちらの話を受け入れる。これは看護の役割であ
る。原子力事故の急性期に関しては、チェルノブイ
リ原発事故から放射線被ばくの経路や医療者の二次
被ばくの影響が極めて低いことを学び、東海村の
JCOの事故からも放射線被ばくの種類や急性放射線
症候群への対応について学んでいた。そのような放

表 1．福島原子力災害への日本放射線看護学会員の関わりとパブリックフォーラムでの発表

項目 内容 発表

1.　学会の設立経緯と主目的 　 ○
2.　福島原子力災害緊急時の看護 　
★オフサイトセンターを拠点とした支援 2-1.　復旧作業員の汚染対応、被ばく管理 ○

2-2.　緊急時対応者への安定ヨウ素剤の配布 ○
2-3.　被災者の情報収集
2-4.　住民からの相談業務

★後方支援 2-5.　初期・二次被ばく医療機関（福島県内）での支援 ○
2-6.　福島第一原子力発電所構内救急室での支援 ○
2-7.　専門的な被ばく医療・支援活動 ○
2-8.　専門病院への広域搬送支援 ○
2-9.　専門病院での診療支援
2-10. 一般公衆への波及および人々の生活と地域を守る看護実践
2-11. 保健所での対応
2-12. 避難所での支援
2-13. 一時立入り・一時帰宅での支援 ○

3.　福島原子力災害復旧期の看護
★住民の日常生活回復に対する自助努力へのサポート 3-1.　原子力災害被災地域の被ばく医療・健康調査

3-2.　被災地域保健師への放射線教育・研修 ○
3-3.　被災地域住民への放射線教育とリスクコミュニケーション ○
3-4.　帰還に向けた地域住民への支援 ○

4.　 原子力災害支援活動を通じて見えてきた中長期支援
の課題
★人材育成と教育推進 4-1.　多様な放射線災害への対応と今後に向けた人材育成 ○

4-2.　放射線看護教育の推進 ○
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射線事故例を踏まえて活動した。そして今、海外の
医療者らがそれらの経験を学びに福島にきている。
われわれはこの人々に、汚染傷病者受け入れの準
備、医療施設における除染や汚染廃棄物の管理や情
報ネットワークの必要性などを伝えている。
Q.　今後の課題は何か？
今後への備えは看護教育である。発表で「福島の
事故の最も重要な影響は放射線リスクの感じ方に起
因する恐れ（fear）と偏見（stigma）である」との
国連科学委員会 2013福島レポート 5）を述べたよう
に、福島の住民の最大懸念が放射線であり、今後と
も、この問題に対峙していくうえで看護職者、特に
保健師の役割が重要である。そのために、看護教育
に放射線が欠如している現状に対する早急な対策が
必要である。少数の大学などでは、今回の原子力事
故を教訓に、既設の看護カリキュラムに放射線リス
クの授業を組み込むなどの措置を取り始めており、
放射線に対する学生の意識が高まっている。このよ
うな放射線リスク教育の担い手としても、放射線看
護 CNSの誕生が早急に必要である。

Ⅲ．所感と提言
多くの看護系学会が一堂に会した今回のフォーラ
ムは、各学会の震災への対応活動やその後の調査な
どの情報共有のみならず、学会間の今後の連携に繋
がる機会であった。発足して間もない本学会は、そ
の存在意義と放射線看護 CNSの必要性を、発表と
意見交換を通じてアピールできたと考えている。全
プログラムを通じ、原子力災害への対応を実践的に
報告していたのは本学会のみであったことから、原
子力災害に対応した看護師の活動を明確に伝えるこ
とで、それらの事象に対応できる看護師・保健師の
育成プログラム構築の重要性が参加者間に確認され
たと思う。他方、本学会の設立は震災後の 2012年
であり、今回の参加 7学会中で最も歴史が浅く、学
会としての組織的な支援や調査などがなされていな
かったことが今後の課題と考えられた。今後は、原
子力・放射線の事故や災害における円滑な看護支援
や正確な情報発信のためにも、看護系学会や看護協
会、他職種学会などの専門職団体との情報共有や
ネットワークを構築していくことが大切であり、放
射線・原子力事故に関しては本学会が主導で実践で
きるような学会全体の意識が必要と思う。平時よ
り、看護職の連携を深め、有事の際には放射線看護

CNSがより適切な情報発信やケアの中心となるこ
とが、被災者や被災時の患者の命を守ることに繋が
ると感じた。
フロアからの質問が、外国人の発言を含め、非常
に活発・適切であった。フォーラムの終了後、アメ
リカ西海岸から来られた参加者が、「放射線への
人々の fearと stigmaということには全く同感」と、
われわれのところに真っ先に握手を求めに来て下
さったのが忘れられない。
最後に、表 1の中の項目 2と 3について述べてお
きたい。これは前述のとおり、今般の原子力災害で
本学会の会員が実際に関わってきた活動をすべて列
挙し、災害後の時間的推移に沿って体系的に整理し
たもので、原子力災害における看護実践活動の具体
的内容を示している。全部で 17あり、あらためて、
看護の大切さを物語っていると思う。この内容は、
原子力災害に備え、標準化された教育カリキュラム
に用いたり、あるいは、放射線看護を目指す看護職
者が、自身が深めていく専門スキルを明確にするな
どに役立つと思う。
今後いつ起こるかもわからない原子力災害に備え
た教育体制の構築を期待して結びとする。
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